●要求水準書の修正箇所
	頁
	項目
	修正前
	修正後

	2.18
	第７節　提出図書

３　実施設計図書


	2)建築工事関係

(1)建築意匠設計図

(2)建築構造設計図

(3)建築機械設備設計図

(4)建築電気設備設計図

(5)構造設計図

(6)外構設計図

(7)構造計画図

(8)各種工事仕様書（仮設工事、安全計画を含む）

(9)各種工事計算書

(10)色彩計画図

(11)負荷設備一覧表
(12)建築設備機器一覧表
(13)建築内部、外部仕上表及び面積表
(14)工事工程表
(15)その他指示する図書（建築図等）
	2)建築工事関係

(1)建築意匠設計図

(2)建築構造設計図

(3)建築機械設備設計図

(4)建築電気設備設計図

(5)外構設計図

(6)構造計画図

(7)各種工事仕様書（仮設工事、安全計画を含む）

(8)各種工事計算書

(9)色彩計画図

(10)負荷設備一覧表
(11)建築設備機器一覧表
(12)建築内部、外部仕上表及び面積表
(13)工事工程表
(14)その他指示する図書（建築図等）

	2.19
	第７節　提出図書

５　完成図書


	1)竣工図



　　5部
2)竣工図縮少版「A3判」


　　5部
3)竣工原図（ＰＤＦとする。）及び電子データ　　　 1部 
原図及び複写図2部を提出する。（国土交通省　公共建築工事標準仕様書）
4)取扱説明書（電子媒体を含む）

　　5部

・

・

・


	1)竣工図



　　5部
2)竣工図縮少版「A3判」


　　5部
3)竣工原図及び電子データ（ＰＤＦとする。）　     1部 

4)取扱説明書（電子媒体を含む）

　　5部

・

・

・

	2.30
	第２章　

　第２節　

受入れ・供給設備

５　ごみクレーン


	4)設計基準

(1)　予備バケットを１基備えること。

(2)　電動機の速度制御は、インバータ方式とすること。

(3)　クレーン操作卓をクレーン操作室に設けること。

(4)　走行レールに沿って、クレーン等安全規則、法規等に準拠した安全通路を設けること。

(5)　本クレーンガーダ上の電動機及び電気品は防じん、防滴型とすること。

(6)　ごみホッパへの投入時にごみが極力拡散しないよう、バケットの開動作等により配慮すること。

(7)　バケットメンテナンス用に天井にホイストを設置すること。マシンハッチを設け、プラットホームレベルまでバケットを降ろせるようにすること。
	4)設計基準

(1)　予備バケットを１基備えること。

(2)　電動機の速度制御は、インバータ方式とすること。

(3)　クレーン操作卓をクレーン操作室に設けること。

(4)　走行レールに沿って、クレーン等安全規則、法規等に準拠した安全通路を設けること。

(5)　本クレーンガーダ上の電動機及び電気品は防じん、防滴型とすること。

(6)　ごみホッパへの投入時にごみが極力拡散しないよう、バケットの開動作等により配慮すること。

(7)　バケットメンテナンス用にホイストを設置すること。マシンハッチを設け、プラットホームレベルまでバケットを降ろせるようにすること。

	2.39
	第２章　

　第４節　

燃焼ガス冷却設備

８　蒸気だめ


	8.1　高圧蒸気だめ
1)形式　　　　　　円筒横置型
2)数量　　　　　　2 基（１炉１系列）
	8.1　高圧蒸気だめ
1)形式　　　　　　円筒横置型
2)数量　　　　　　[　提案による　]

	2.43


	第２章　

　第５節　

排ガス処理設備

２　集じん器

　2.1　ろ過式集じん器


	5)設計基準
(4)　ろ過式集じん器の逆洗は、オフライン状態で実施すること。
(5)　誘引通風機の静圧を考慮した十分な設計耐圧とすること。
(6)　炉布の材質は、耐熱性、耐久性に優れたものとすること。また、場内で焼却処理できるものとすること。

・
・
	5)設計基準
(4)　ろ過式集じん器の逆洗は、提案による。
(5)　誘引通風機の静圧を考慮した十分な設計耐圧とすること。
(6)　炉布の材質は、耐熱性、耐久性に優れたものとすること。また、場内で焼却処理できるものとすること。

・
・

	2.45
	第２章　

　第５節　

排ガス処理設備

３　有害ガス除去設備

　3.1.2　ろ過式集じん器


	4)設計基準
(1)　排ガス量は、設計最大ガス量に十分な余裕を見込むこと。
(2)　乾式法と湿式法を組み合わせて使用する場合は、湿式入口のHCl及びSOx濃度の最大、平均濃度を提示すること。

(3)　白煙の発生防止を考慮すること。

(4)　必要な排水処理装置を設けるものとすること。

(5)　本設備に使用する部材・機器等は、耐食性・耐久性を十分に考慮した材料と構造とすること。

	4)設計基準
(1)　排ガス量は、設計最大ガス量に十分な余裕を見込むこと。
(2)　乾式法と湿式法を組み合わせて使用する場合は、湿式入口のHCl及びSOx濃度の最大、平均濃度を提示すること。

(3)　必要な排水処理装置を設けるものとすること。

(4)　本設備に使用する部材・機器等は、耐食性・耐久性を十分に考慮した材料と構造とすること。


	2.50
	第２章　

　第７節　

通風設備

３　空気予熱器

　3.1　蒸気式空気予熱器


	1)形式　　　　　　ベアチューブ式
2)数量　　　　　　2 基
3)設計基準
(1)　出口空気温度は、ごみ質が変化しても安定燃焼が維持できることを考慮し選定すること。

(2)　ケーシングには清掃・点検用のマンホールを設けること。
4)付属品　　　　温度計等必要なもの


	1)形式　　　　　　[　提案による　]
2)数量　　　　　　2 基
3)設計基準
(1)　出口空気温度は、ごみ質が変化しても安定燃焼が維持できることを考慮し選定すること。

(2)　ケーシングには清掃・点検用のマンホールを設けること。
4)付属品　　　　温度計等必要なもの

	2.68
	第２章　

　第１１節　

電気設備

１　基本方針
	5)　余熱利用の一環として自家用発電設備を設け、極力、発電電力を有効利用する。なお、非常時及び休炉時対策として、電力会社から受電する設備を設置する。また、分散型電源系統連系技術指針（系統連係技術要件ガイドライン）を参考にする。


	5)　余熱利用の一環として自家用発電設備を設け、極力、発電電力を有効利用する。なお、非常時及び休炉時対策として、電力会社から受電する設備を設置する。また、系統連系規定を参考にする。

	2.69
	第２章　

　第１１節　

電気設備

３　受電設備
	(4)進相コンデンサ

①　開閉器、電力ヒューズ、放電用リアクトル及びコンデンサ等を備える。

②　手動及び自動力率調整装置を設ける。

③　容器の変形検知など、異常を早期に発見できるものとする。

④　必要に応じて複数の異なる容量のバンクに分割し、最適な力率を維持できる構造とする。


	(4)進相コンデンサ

①　開閉器、電力ヒューズ、放電用リアクトル及びコンデンサ等を備える。

②　手動及び自動力率調整装置を設ける。

③　容器の変形検知など、異常を早期に発見できるものとする。

④　必要に応じて複数の容量のバンクに分割し、最適な力率を維持できる構造とする。



	2.79
	第２章　

　第１２節　

計装設備

５　データ処理装置
	2)出力機器

(1)日報及び月報作成用プリンタ

形式及び数量は提案による。

(2)警報記録用プリンタ

①　形式及び数量は提案による。

②　随時出力とし、防音対策を講ずる。

(3)画面ハードコピー用カラープリンタ

形式及び数量は提案による。


	2)出力機器

(1)日報及び月報作成用プリンタ

形式及び数量は提案による。

(2)警報記録用プリンタ

①　形式及び数量は提案による。

②　防音対策を講ずる。

(3)画面ハードコピー用カラープリンタ

形式及び数量は提案による。



	2.95
	第３章　

　第２節　

建築工事

４　建築仕様
	1)工場部門
(1)構　　造　　鉄筋コンクリート造、鉄筋鉄骨コンクリート造及び鉄骨造
(2)外　　壁　　鉄筋コンクリート打放し及びＡＬＣ版の上弾性吹き付けタイル
(3)屋　　根　　カラーガルバリウム鋼板（厚さ1.5mm以上）

デッキプレート＋上面コンクリート打ち仕上げ(プラットホーム部分)


	1)工場部門
(1)構　　造　　鉄筋コンクリート造、鉄筋鉄骨コンクリート造及び鉄骨造
(2)外　　壁　　鉄筋コンクリート打放し及びＡＬＣ版の上弾性吹き付けタイル
(3)屋　　根　　カラーガルバリウム鋼板（厚さ1.2mm以上）

デッキプレート＋上面コンクリート打ち仕上げ(プラットホーム部分)



	2.98
	第３章　

　第３節　

土木工事および外構工事

２　外構工事
	6)その他
(1)　取り付け道路から資材搬入を行う場合は、事前に組合と協議し仮設工事を施した後に搬入等の作業を行う。

(2)　建設終了後、速やかに敷地境界杭を設置する。

(3)　造成時に施工した排水施設（暗渠、排水路等）等各種構造物については、施設建設中において支障となる場合は、その機能を維持する措置を行う。

(4)　施設名板（ステンレススチール製）を正面玄関に取り付ける。
(5)　各旗掲揚台（ポール３本分）を設ける。

	6)その他
(1)　取り付け道路から資材搬入を行う場合は、事前に組合と協議し仮設工事を施した後に搬入等の作業を行う。

(2)　建設終了後、速やかに敷地境界杭を設置する。

(3)　施設名板（ステンレススチール製）を正面玄関に取り付ける。
(4)　各旗掲揚台（ポール３本分）を設ける。


	3.10
	第３編

第２章

施設の運営管理に関する要件

１　処理対象物の処理


	　　(4)本組合が行う搬入検査への協力
本組合が、委託業者、許可業者、自己搬入者等を対象に実施する搬入検査に関して協力すること。


	　　(4)本組合が行う搬入検査への協力
本組合が、委託業者、許可業者、直接搬入者等を対象に実施する搬入検査に関して協力すること。



	3.29
	別紙１

試運転期間中の運転教育
	(3)　教育訓練期間は次のとおりとし、下記の教育訓練実施日数を目安とすること。具体的な教育訓練実施スケジュール及び教育訓練内容について、運営事業者は建設請負事業者と協議のうえ定め、本組合の承諾を得ること。運営事業者は、熱回収施設の運転管理に関して本組合と協議の上、事前に教育訓練計画を作成しなければならない。


	(3)　教育訓練期間は次のとおりとし、下記の教育訓練実施日数を目安とすること。具体的な教育訓練実施スケジュール及び教育訓練内容について、運営事業者は建設請負事業者と協議のうえ定め、本組合の承諾を得ること。建設請負事業者は、熱回収施設の運転管理に関して本組合と協議の上、事前に教育訓練計画を作成しなければならない。
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